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あかし斎場旅立ちの丘指定管理者募集要項 

 

指定管理者制度導入の趣旨 

明石市（以下「市」という。）では、あかし斎場旅立ちの丘（以下「斎場」という。）の管理

運営について、民間事業者等の専門性や創意工夫を活かすことにより、利用者サービスの向上

や業務の効率化、経費の節減等を図るため、これまでに引き続き指定管理者制度を導入するこ

ととしました。 

そこで、指定管理者として、市民・利用者の視点に立った管理運営はもちろんのこと、安心

して利用できるよう質の高いサービスの提供など、創意工夫のある提案を募集します。 

なお、提案いただいた内容については、指定管理者候補者選定委員会で審査を行い、これを

受けて、市議会での議決を経た後、指定管理者の指定を行います。 

 

指定管理者に求めること 

指定管理者は、常に以下の考え方を念頭に業務を行い、斎場の目的達成のために必要な措置

を講じなければなりません。 

（１）施設の運営について 

① 公の施設であることを念頭に施設運営に努め、利用者に対して平等に接すること。 

② 斎場の適切な運営と維持管理に係る経費の節減が図られるものであること。 

③ 利用者の安全対策に万全を期すこと。このため、危機管理体制を確立するとともに、市

や関係機関との連携体制を整備すること。 

④ 積極的に利用者の意見を聴き、施設運営に反映するよう努めること。 

⑤ 斎場において取り扱う個人情報は極めて厳格な管理が必要であることを十分に認識し、

個人情報の漏えいや取り扱いの範囲を超えて使用することがないよう、「個人情報の保護

に関する法律（平成１５年法律第５７号）」をはじめ関係法令等を遵守し、個人情報を保護

する仕組みを構築し、個人情報保護対策に万全を期すこと。 

⑥ 斎場内での営業活動や、業務で知り得た個人情報を用いた斡旋行為、又はこれらに類す

る行為を行わないこと。 

⑦ 葬祭式場では、市民に低廉な料金で安心して利用いただける市営葬儀を行い、利用件数

の向上に努めること。また、ライフスタイルの変化や葬儀に対する意識が多様化している

現状を踏まえ、民間ノウハウを活用して利用者ニーズに対応したサービスに努めること。 

⑧ 火葬場では、墓地、埋葬等に関する法律その他関係法令を遵守し、その趣旨を十分理解

したうえで火葬業務を行うこと。また、生活衛生施設として、緊急・災害時においても業

務体制を最大限継続すること。 

 

（２）施設の維持管理について 

① 仕様書等を基に施設等の機能と特性を十分に把握し、より質の高い水準を保つようにす 

ること。 

② 安全かつ清潔な管理に努めること。  

③ 適正な管理と保守点検を行うこと。 

④ 施設内の備品や業務に使用する物品は、適切に取り扱うこと。 
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施設の概要及び利用実績等 

（１）施設の概要 

名称 あかし斎場旅立ちの丘 

所在地 明石市和坂１丁目１番１２号（ＪＲ・山陽電車明石駅下車バス１０分） 

根拠条例 明石市葬祭事業条例（昭和６１年条例第１０号） 

明石市葬祭事業条例施行規則（昭和６１年規則第７号） 

施設 葬祭式場（管理事務所含む。） 火葬場（火葬場事務所含む。） 

供用開始年度 平成２１年度 平成２３年度（１～７号炉） 

平成２５年度（８～１５号炉） 

延床面積 ２，９３２㎡ ２，６５３㎡ 

敷地面積 ４，２０７㎡ ６，５２５㎡ ※民間所有地を借地 

構造規模 ・鉄筋コンクリート造 

地下１階、地上２階 

・鉄筋コンクリート造 地上２階 
 （火葬場事務所は、地上１階） 
・火葬炉 富士建設工業株式会社製造 

施設構成 ・第１式場（６０～１２０名用） 
 第２式場（２０～６０名用） 
 第３式場（１０～２０名用） 
 第４式場（～１０名用） 
・霊 安 室  ２部屋 
・駐 車 場  ９３台 
 （屋内２０台、屋外７３台） 

・駐 輪 場  １４台 

・火葬 炉  １５基 

・収骨 室  ３部屋 

・炉前ホール  ４部屋 

・待合 室  １部屋 

・駐車 場  １９台 

 

（２）利用実績 

① 葬祭式場 

式場 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

第１式場 １０件 ６件 ４件 ６件 

第１式場Ｓ※１ ２１件 ３７件 ３６件 ３２件 

第２式場 ７０件 ８５件 ７６件 ８２件 

第３式場 １９９件 ２０８件 ２２０件 ２１５件 

第４式場 １８８件 １９９件 ２１０件 ２１０件 

合計 ４８８件 ５３５件 ５４６件 ５４５件 

② 火葬場 

年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

大人(１２歳以上) ３，３１８件 ３，４３９件 ３，６８６件 ３，６２１件 

小人(１２歳未満) ２件 ８件 ７件 ５件 

死産児 ３３件 ５９件 ４３件 ３８件 

身体の一部 １１件 １６件 １０件 １４件 

合計 ３，３６４件 ３，５２２件 ３，７４６件 ３，６７８件 

※１ 第１式場については、間仕切りをして、第２式場と同様の収容人員、料金で利用で

きる第１式場Ｓを設けています。 
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（３）使用料 

① 葬祭式場 

区分 
使用料（円） 

単位 市民 市民以外 

第１式場（祭壇、親族控室２

室及び食事室付き） 

24時間以内 ４４０，０００ ６６０，０００ 

24時間を超える

１時間につき 

２，１００ ３，１００ 

第１式場Ｓ（祭壇、親族控室

２室及び食事室付き）間仕切

を利用した一部使用の場合 

24時間以内 ２９３，３００ ４４０，０００ 

24時間を超える

１時間につき 

２，１００ ３，１００ 

第２式場（祭壇、親族控室２

室及び食事室付き） 

24時間以内 ２９３，３００ ４４０，０００ 

24時間を超える

１時間につき 

２，１００ ３，１００ 

第３式場（祭壇、親族控室１

室付き） 

24時間以内 １１６，１００ １７４，２００ 

24時間を超える

１時間につき 

２，１００ ３，１００ 

第４式場（祭壇付き） 24時間以内 ３１，４００ １０４，８００ 

24時間を超える

１時間につき 

１，０００ ２，１００ 

第３式場（控室を除く。）又

は第１食事室を初七日法要の

ために使用する場合 

１時間につき ２，１００ ３，１００ 

霊安室 １室24時間に 

つき 

３，１００ ５，２００ 

② 火葬場 

区分 
使用料（円） 

単位 市民 市民以外 

１２歳以上の者 １体 １２，０００ ５０，０００ 

１２歳未満の者 １体 ６，０００ ２５，０００ 

死産児 １体 ３，０００ １５，０００ 

身体の一部 １件 ３，０００ １５，０００ 

 

指定期間 

２０２５年４月1日から２０３０年３月３１日（５年間） 

 

指定管理者が行う管理の基準等 

（１）指定管理者が行う業務 

明石市葬祭事業条例第１条（目的）及び第１１条（指定管理者が行う業務の範囲）の規定

並びに同条例施行規則等で定める管理の基準に従い、斎場の管理を行わなければなりません。 
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（２）休場日 

① 葬祭式場 

    １月１日 

  ② 火葬場 

ア １月１日及び１月２日 

イ 市長が別に定める日 

友引日を休場日としています。ただし、休場日の翌日１月３日が友引日の場合は開場

 とします。 

 

（３）利用時間 

  ① 葬祭式場 

    午前０時から午後１２時まで 

  ② 火葬場 

午前１０時から午後５時まで 

 

（４）火葬受入時間及び火葬受入件数 

① 火葬受入時間 

午前１０時から午後４時までの毎正時 

② 火葬受入件数 

・午前１０時から午後３時まで毎時３件、午後４時のみ２件とし、１日の最大火葬受入件

数は２０件とします。 

 

（５）その他 

・指定管理者は、休場日の開場及び利用時間の延長等を提案し、市の承認を得た上で変更す

ることができます。ただし、変更に伴う費用は指定管理者の負担とします。 

・休場日の翌日１月３日が友引日の場合は、通常どおり１日の最大火葬受入件数を２０件と

してください。 

 

指定管理者が行う業務の範囲 

（１）管理事務所に関する業務 

① 葬祭式場使用許可業務 

② 葬祭式場使用料等収納業務 

③ 市営葬儀受注情報配信業務 

④ 火葬場使用許可業務 

⑤ 火葬場使用料収納業務 

⑥ 火葬台帳作成業務 

⑦ 証明書発行業務 

⑧ 廃棄物処理業務 

⑨ 報告業務 

⑩ その他 
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（２）葬祭式場に関する業務 

① 市営葬儀業務 

 ア 相談・市営葬儀受付 

 イ 夜間受付 

 ウ 死亡届代行 

 エ 遺体安置・納棺 

 オ 葬儀準備・執行 

 カ 霊きゅう自動車運行 

② 葬儀関連サービス等の調達・販売 

 ア 葬儀関連サービス調達・販売 

 イ 葬儀関連諸用品調達・販売 

 ウ 葬儀関連商品取扱業者登録・斡旋 

 エ 在庫管理 

 

（３）火葬場に関する業務 

① 火葬業務 

ア 火葬時間予約状況等確認 

イ 火葬受入準備 

ウ 到着時対応 

エ 炉前ホール・火葬炉前対応 

オ 火葬炉運転 

カ 収骨・死体埋火葬許可証返還 

キ 残骨灰等清掃 

② 火葬場関連業務 

  ア 残骨灰等処理 

  イ 排ガス等測定 

 

（４）建物及び設備の維持管理に関する業務 

① 施設維持管理業務 

② 火葬炉設備長期保全業務 

③ 建築物の環境衛生業務  

④ 警備業務 

⑤ その他  

 

指定管理料等 

（１）指定管理料の上限価格 

① 指定管理料は、以下に示す年度ごとの上限価格以下の金額で、年度ごとに収支計画書で 

提案してください。なお、指定管理者候補者として選定された後、提案内容や指定管理料 

について改めて協議します。年度ごとの上限価格を超える提案を行った場合は失格としま 

す。 
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② 指定管理料は、収支計画書で提案のあった金額を参考に、市の予算を上限として金額や

支払時期等の詳細を年度協定で定めます。 

ア 指定管理料の上限価格（消費税及び地方消費税を含む。）は、次のとおりとします。 

２０２５年度 ： ３２６，１０７千円 

２０２６年度 ： ３４２，８１９千円 

２０２７年度 ： ３１８，８４３千円 

２０２８年度 ： ３２５，６８１千円 

２０２９年度 ： ３１４，９３３千円 

イ 収支計画書は、指定期間を通して消費税率１０％で作成してください。なお、消費税

及び地方消費税の税率に変更が生じた場合、市が負担をすることを原則とします。 

ウ 上記アの各年度の上限価格には、仕様書Ｐ１１「６ 建物及び設備の維持管理に関す

る業務」にかかる「修繕費」が含まれています。収支計画書には、次に示す年度ごとの

修繕費（消費税及び地方消費税を含む。）を必ず計上してください。 

２０２５年度 ： ６９，０００千円 

２０２６年度 ： ８３，０００千円 

２０２７年度 ： ６０，０００千円 

２０２８年度 ： ６５，０００千円 

２０２９年度 ： ５４，０００千円 

エ 上記アの各年度の上限価格には、指定管理業務にかかる「光熱水費」が含まれていま

す。収支計画書には、光熱水費として４８，０００千円（消費税及び地方消費税を含む。）

を必ず計上してください。 

オ 上記アの各年度の上限価格には、指定管理業務にかかる「備品購入費」が含まれてい

ます。収支計画書には、備品購入に必要な経費として４００千円（消費税及び地方消費

税を含む。）を必ず計上してください。 

    カ 「修繕費」、「光熱水費」及び「備品購入費」は、年度終了後、執行残額を市へ返還す

るものとし、不足が生じた場合は、市と指定管理者との協議の上、市の予算の範囲内で

市が必要な経費を補てんするものとします。 

 

（２） 経理の区分 

 会計の手法は問いませんが、指定管理業務に係る経理と法人自体の経理とを区分し、法人

自体の会計帳簿類と別に、指定管理業務に関する市の求める収支科目区分に沿った四半期

ごとの収支報告とこれに対応する会計帳簿類（仕訳帳及び総勘定元帳）又はこれに準じる勘

定科目ごとの収支明細の記録を作成し、これに対応する証憑類と併せて保管してください

（保管場所は問いません）。また、法人自体の会計帳簿類を含めて、これらの文書間で相互

に整合が取れるようにしてください。 

なお、四半期ごとに収支報告を行っていただきます。また、年２回、収支報告の各収支項

目について、これに対応する会計帳簿類又は収支明細の記録との対応関係の説明を行って

いただきます。 
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（３） 指定管理者に支払う指定管理料に含まれる科目 

ア 人件費（給料費、賞与、福利厚生費等、退職給与引当金を含む） 

イ 事務費（業務に係る消耗品費、通信運搬費等）  

ウ 管理費（修繕費、光熱水費、保守管理費、外注費、材料費等） 

エ 物件費（備品購入費等） 

オ 負担金（関係機関の会費等） 

カ 事業費（提案事業（指定管理者が提案し、市が設置目的内の事業と認めた事業等）に 

要する経費 

キ 公租公課（印紙税、消費税等を含む。） 

ク 一般管理費 

ケ その他経費 

 

（４） 指定管理料の減額等 

・申請者は、自ら事業計画書で提案した内容は、必ず実施しなければなりません。 

実施できない場合又は実施内容が当初の提案内容と比べて不十分と認められる場合は、 

当該提案にかかる費用を指定管理料から減額します。 

・申請者は、自ら事業計画書で提案した管理運営・維持管理業務の業務水準を必ず守らなけ 

ればなりません。それらの水準を下げることによって、利益を得、又は損失を補填しては 

なりません。 

 

（５） 指定管理料の見直し 

「６ 指定管理者が行う業務の範囲（２）葬祭式場に関する業務及び（３）火葬場に関す

る業務」について、利用者ニーズ等を踏まえて見直し（追加・変更・廃止）の必要があると

市が判断した場合、業務の見直しやそれに伴う指定管理料の変更の協議に応じていただき

ます。 

 

使用料等の収納 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第８項に定める利用料金制は採用し

ません。 

指定管理者は、使用料等を収納し、市に全額を納入してください。この使用料等には、葬祭

式場（霊安室含む）及び火葬場の施設使用料のほか、霊きゅう自動車使用料、分骨証明手数料

など市営葬儀及び火葬業務の執行にかかる収納料金も含みます。 

 

葬儀関連サービス等販売収入の取り扱い 

指定管理者は、次の業務の執行に際して得る販売収入を、同業務に係る調達経費に充てるこ

ととします。収支計画書には、次に示す収入及び経費（消費税及び地方消費税を含む。）を必ず

計上してください。 

（１）仕様書 Ｐ９「４ 葬祭式場に関する業務（２）①葬儀関連サービス調達・販売」 

葬儀関連サービス販売収入 ： ８７，７５４千円 

葬儀関連サービス調達費  ： ８２，２０８千円 
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（２）仕様書 Ｐ９「４ 葬祭式場に関する業務（２）②葬儀関連諸用品調達・販売」 

葬儀関連諸用品販売収入  ： ６６，３８９千円 

葬儀関連諸用品調達費   ： ５３，１７５千円 

 

申請者の資格 

（１）応募資格 

指定期間中、斎場の指定管理業務を円滑にかつ安定して遂行できる能力を有している法人

その他団体（以下「団体」という。法人格は不問、個人での応募は不可）で、次の要件を全

て満たすこととします。 

① 本要項の公表日において国税（法人税（個人にあっては所得税）並びに消費税及び地方

消費税）及び明石市税の滞納がないこと（納めるべき明石市税がない場合は、滞納がない

ものとみなす）。 

② 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定により市における

一般競争入札等の参加を制限されていないこと。  

③ 明石市契約規則（平成５年規則第１０号）第３条の規定に該当しないこと。 

④ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生

法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てがなされていないこと。

ただし、更生手続開始の決定又は再生計画認可の決定が申請日以前になされている場合は

この限りではない。 

⑤ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２

号に規定する暴力団及びそれらの利益となる活動を行う者でないこと。 

⑥ 市の指名停止期間中でないこと。なお、申請日から指定管理者候補者として決定を受け

た日の前日までに指名停止措置を受けた場合は、応募資格を失うものとする。 

⑦ 市長、副市長、地方自治法第１８０条の５の規定により市に設置する委員会の委員若し

くは委員（以下「市長等」という。）又は議員が、市に対し主として指定管理者の業務及び

請負をする法人（市長等の場合にあっては、市が資本金その他これに準ずるものを出資し

ている法人を除く。）の無限責任社員、取締役、執行役若しくは監査役又はこれらに準ずべ

き者、支配人及び清算人である法人でないこと。 

⑧ 消費税の適格請求書等保存方式（以下「インボイス制度」という。）における適格請求書

発行事業者として登録を受けた団体等であること。ただし、当該施設の業務が消費税課税

取引に該当しない場合又は当該施設の特性上、利用者が適格請求書（以下「インボイス」

という。）を必要としない消費者や免税事業者、簡易課税制度適用事業者のみに限られるこ

とが明確な場合はこの限りでない。 

⑨ 「１２ 現地視察及び現地説明会の開催」に参加した団体であること。ただし、複数の

団体での共同応募（以下「共同事業体」という。）の場合、代表団体若しくは構成団体のう

ち、いずれか１者は必ず参加すること。 

 

 

 

 



 - 9 - 

（２）応募団体の条件 

① 「共同事業体」の場合は、応募にあたり、代表団体及び構成団体を明らかにすること。 

② 単独で応募した団体は、他の共同事業体の構成団体になることはできない。 

③ 代表団体及び構成団体のいずれかが、他の申請者の代表団体及び構成団体となることは

認めない。 

④ 申請後の代表団体及び構成団体の変更は認めない。ただし、市が特に理由があると認め

る場合はこの限りではない。 

 

（３）欠格事項 

申請者が次の要件に該当する場合は、その者を選定審査の対象から除外します。「共同事

業体」で応募する場合は、代表団体及び構成団体のいずれもが次の要件に該当した場合は応

募できません。 

  ① 現地説明会に参加しない場合 

ただし、「共同事業体」応募の場合で、代表団体若しくは構成団体のうち、いずれか１者

が参加していれば欠格事項に当てはまらないものとする。 

② 複数の事業計画書を提出した場合 

③ 申請者、申請者の代理人若しくはそれ以外の関係者が、選定に対する不当な要求を行っ

た場合又は選定委員会委員に個別に接触した場合 

  ④ 申請書類に虚偽又は不正があった場合 

  ⑤ 申請書類提出期限までに所定の書類が整わなかった場合 

  ⑥ 申請書類提出後に事業計画を変更した場合 

  ⑦ 指定された面接審査の日時に遅参又は欠席した場合 

  ⑧ その他不正な行為があった場合 

 

募集要項の配布 

（１）配布期間及び時間 

２０２４年７月１２日(金)から２０２４年７月２３日(火)まで（土曜日及び日曜日は除く。） 

午前９時から午後５時まで（正午から午後１時は除く。） 

 

（２）配布場所 

①及び②の場所で配布するほか、市ホームページにも掲載します。 

   ① 明石市環境産業局環境室環境総務課 

所在地 〒674-0053 兵庫県明石市大久保町松陰 1131（明石クリーンセンター内） 

電話 078-918-5029 FAX 078-918-5586 

  ② 明石市政策局市民相談室行政情報センター 

    所在地 〒673-8686 明石市中崎１丁目５番１号 本庁舎１階 

    電話 078-918-5003 
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現地視察及び現地説明会の開催  

現地視察及び現地説明会を次のとおり開催します。 

（１）開催日時 

① 現地視察  ２０２４年７月２６日(金) 午後０時３０分から午後１時３０分まで 

② 現地説明会 同日午後１時３０分から午後４時３０分まで 

 

（２）開催場所 

① 現地視察  あかし斎場旅立ちの丘（明石市和坂１丁目１番１２号） 

② 現地説明会 明石市水道サービスセンター（明石市大道町１丁目１１番１号） 

 

（３）参加申込 

① 申込事項 

 電子メールで次の事項を記入の上、申し込んでください。 

・団体名 

・団体の所在地 

・代表者名 

・参加者名 

・参加人数（１団体につき３人まで） 

・担当者名 

・担当者の連絡先（電話番号、ＦＡＸ番号、電子メールアドレス） 

・来場方法（自動車、公共交通機関など） 

 ※火葬場駐車場に駐車を希望する場合は、１団体につき１台としてください。 

 ② 申込締め切り日 

２０２４年７月２４日(水)午後５時必着 

 ③ 申込先 

明石市環境産業局環境室環境総務課 

Ｅ-mail kankyo@city.akashi.lg.jp 

（電子メール送信後、必ず電話連絡してください。） 

電話 078-918-5029 

 

（４）その他 

当日は、本要項、仕様書及びその他公表した書類一式を持参してください。 

現地視察及び現地説明会で、公表した書類の配布は行いません。 

 

質問の受付及び回答 

本要項及び仕様書について質問がある場合は、質問書（市の様式）を作成し、電子メールに

添付して提出してください。口頭又は電話による問い合わせには応じられません。 

「１２ 現地視察及び現地説明会の開催」に不参加の団体の質問には応じられません。 

（１）質問受付期間 

２０２４年７月２９日(月)午前９時から２０２４年８月６日(火)午後５時まで 
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（２）回答 

２０２４年８月２２日(木)午後５時までに市ホームページ（本件公募情報のページ）にお

いて回答を公表します。 

 

（３）送付先 

Ｅ-mail kankyo@city.akashi.lg.jp 

（電子メール送信後、必ず電話連絡してください。） 

   電話 078-918-5029 

 

（４）質問書 

   市の所定の様式を必ず使用してください。 

 

申請の受付 

（１）申請受付期間 

２０２４年８月２３日(金)から２０２４年９月２４日(火)まで 

（土曜日、日曜日及び祝日は除く。）  

 

（２）申請受付時間 

午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までの間は除く。） 

 

（３）申請受付場所 

明石市環境産業局環境室環境総務課 

所在地 〒674-0053 兵庫県明石市大久保町松陰 1131（明石クリーンセンター内） 

電話 078-918-5029 FAX  078-918-5586 

（４）提出方法 

① 申請受付場所へ事前に電話連絡のうえ、持参又は郵送により提出してください。また、

郵送の場合は、必ず書留等（簡易書留も可）の郵便局員が配達し、明石市が受領した事実

の証明が可能な方法にて郵送してください。なお、郵便物の必着期限は、２０２４年９月

２４日(火)です。必着期限を過ぎて到着したものは受理しません。 

② 申請書類等を持参する際に、申請書類等のデータを保存したＣＤ－Ｒも併せて提出して

ください。申請者名をラベル面に印字するなど、申請者を特定できるようにしてください。 

③ 「指定管理者指定申請書類綴」（任意様式）を表紙にして、「１５ 申請書類等」に記載

する申請書類及び添付書類を１冊にまとめ、１３部（正本１部、副本１２部）提出してく

ださい。 ※副本は写しで可とします。 

④ 正本には、登記簿謄本及び納税証明書の原本を添付してください。 

 

（５）費用の負担等 

申請に要する経費は、全て申請者の負担とします。 

なお、提出された申請書類等は、理由の如何を問わず一切返却しません。 
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申請書類等 

申請をしようとする団体は、以下の申請書類及び添付書類をファイルに綴じて提出してくだ

さい。様式内に書ききれない場合は、同形式の様式を追加して記入してください。文字のサイ

ズは１２ポイント以上としてください。ただし、図や表等で用いる本文中以外の文字のサイズ

は１２ポイント未満でも可とします。 

（１）申請書類及び作成要領 

   以下に示す作成要領に従って作成してください。一部の様式は、様式内に作成要領を記載

していますので、それに従って記載してください。 

① 指定管理業務等の申請書等 

ア 明石市指定管理者指定申請書   (様式第１号) 

代表者印を押印してください。 

イ 申請者の概要    (様式第１号の２)※単独応募のみ提出 

ウ 「共同事業体」の応募の場合は 

(ｱ) 共同事業体構成表   (様式第１号の３) 

(ｲ) 団体の概要（代表団体用）  (様式第１号の４) 

(ｳ) 団体の概要（構成団体用）  (様式第1号の５) 

(ｴ) 共同事業体構成届出書  (様式第1号の６) 

「共同事業体」における業務分担等各構成団体の役割や責任体制を記載してください。

内容確認のため、団体間で締結した協定書等（写し）の提出を求めることがあります。 

② 事業計画書 

ア 事業計画書（運営方針）           (様式第２号) 

施設運営のための基本的な考え方や具体的な取組方針に加え、利用者サービスの向上、

利用者の意見等を運営に反映させる方策等について、具体的に記載してください。 

 イ 事業計画書（運営体制）           (様式第２号の２) 

施設の運営体制の基本的な考え方、葬祭業務・火葬業務の連携の確保及び施設の一体

管理の考え方、業務ごとの人員配置体制、職員の研修や指導監督等の方策等について記

載してください。 

ウ 事業計画書（葬祭式場に関する業務）     (様式第２号の３) 

葬祭業務についての基本的な考え方、貴団体の業務実績とセールスポイント、利用件

数の向上に向けた考え方、業務引継の進め方を記載してください。 

エ 事業計画書（火葬場に関する業務）      (様式第２号の４) 

火葬業務についての基本的な考え方、貴団体の業務実績とセールスポイント、業務引

継の進め方を記載してください。 

オ 事業計画書（維持管理に関する業務）     (様式第２号の５) 

維持管理業務についての基本的な考え方、貴団体の業務実績とセールスポイント、火

葬炉設備の長期保全に対する考え方を記載してください。 

カ 事業計画書（緊急・災害時の対応）      (様式第２号の６)   

緊急・災害時の勤務体制、団体からの応援体制、危機管理・安全衛生対策に関する考

え方や体制等を記載してください。 
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キ 事業計画書（コンプライアンスの徹底）    (様式第２号の７）  

利用者の平等な利用の確保、個人情報保護の取り扱い、守秘義務の徹底、不正の防止

に対する考え方や仕組み等を記載してください。 

ク 事業計画書（その他）            (様式第２号の８） 

環境対策への配慮、社会的弱者への配慮、子育て支援に関する取り組み、地域への貢

献について、具体的な取り組みを記載してください。 

ケ 事業計画書（提案事業等）          (様式第２号の９） 

      提案事業等についての基本的な考え方、具体的な提案事業・独自事業の企画提案と取

組方法、貴団体の業務実績とセールスポイントを記載してください。 

※提案事業：指定管理者からの提案を受け、市が施設の設置目的内と認めた事業 

※独自事業：本来の指定管理業務ではないが、施設の魅力向上等を目的として指定管

理者が独自に行う事業。実施の際は、施設を使用する一般の利用者と同

様に使用許可、目的外使用許可を受けて行う。事業のための経費を指定

管理料から支出することはできない。 

③ 収支計画書                  (様式第３号) 

事業計画書の提案内容に基づき、次の経費について、年度ごとに収入・支出額を積算し、

記載してください。 

ア 人件費（給料費、賞与、福利厚生費等、退職給与引当金を含む） 

イ 事務費（業務に係る消耗品費、通信運搬費等）  

ウ 管理費（修繕費、光熱水費、保守管理費、委託費、材料費等） 

エ 物件費（備品購入費等） 

オ 負担金（関係機関の会費等） 

カ 事業費（提案事業（指定管理者が提案し、市が設置目的内の事業と認めた事業等）に

要する経費） 

キ 公租公課（印紙税、消費税等を含む。） 

ク 一般管理費 

ケ その他経費 

④ 支出明細書                  (様式第３号の２) 

収支計画書（様式第３号）に記載された支出額について、指定期間内の年度ごとに詳細

な内訳（金額含む。）を記載してください。 

ただし、「７ 指定管理料等（１）指定管理料の上限価格」に定めている修繕費、光熱水

費及び備品購入費の金額は変更しないでください。 

一般管理費の積算については、一般管理費に含まれる費用や計算方法など積算根拠を明

確に記載してください。含まれる費用が年度により異なるなど積算根拠に特殊な要因があ

る場合には、その説明も必ず記載してください。 

⑤ 葬祭業務の実績                (様式第４号) 

申請者における葬祭業務の実績及び業務内容を記入してください。 

実績は、自社での業務又は受託した業務を区別して記入してください。 

⑥ 火葬業務の実績                (様式第５号） 

これまでに受託した火葬場名及び業務内容を記入してください。 
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⑦ 施設維持管理業務の実績            (様式第６号） 

これまでに受託した施設名及び業務内容を記入してください。 

 

（２）添付書類 

「共同事業体」での申請の場合は、代表団体及び構成団体について以下の書類を提出して

ください。 

① 申請者概要書 

法人等の設立趣旨、資本金、事業内容、組織、人員数等、申請者の概要がわかるもの。 

② 法人にあっては、 

ア 当該法人の定款又は寄附行為の写し及び登記簿謄本 

イ 国税の滞納がないことを証する納税証明書（本要項の公表日の１か月前以降の日付の

もの。写しも可。）  

ウ 経営状況を説明する書類及びその他決算書類（公認会計士による監査報告書の写し（直

近のもの）、法人税の申告書の写し（直近のもの）、直近３年間の貸借対照表、損益計算

書等） 

③ その他の団体にあっては、 

ア 法人の定款又は寄附行為に替わる会則等 

イ 直近３年間の事業報告書及び決算書（収支決算書を含む。） 

※申請書等の提出後、別に市が必要と認める書類の提出を求める場合があります。 

 

指定管理者の選定スケジュール 

指定管理者の選定スケジュールは次のとおりです。 

１ 募集要項（本要項）の公表 ２０２４年 ７月１２日(金) 

２ 募集要項（本要項）の配布  ７月１２日(金)～７月２３日(火) 

３ 現地視察及び現地説明会の参加受付  ７月１２日(金)～７月２４日(水) 

４ 現地視察及び現地説明会  ７月２６日(金) 

５ 
質問の受付 

質問の回答 

 ７月２９日(月)～８月６日(火) 

 ８月２２日(木) 

６ 申請受付  ８月２３日(金)～９月２４日(火) 

７ 第１次審査（書類審査）  １０月中旬 

８ 第２次審査（面接審査）  １０月下旬 

９ 選定結果の通知  １１月上旬予定 

10 指定議案の提案  １２月市議会へ上程予定 

11 指定の通知及び告示  １２月下旬予定 

12 基本協定・年度協定の締結 ２０２５年 １月 

13 業務の引継ぎ  １月～３月 

14 指定管理業務の開始  ４月１日(火)～ 
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指定管理者の選定 

（１）審査方法 

審査に当たっては、（２）評価項目及び配点に基づき、第１次審査（書類審査）及び第２次

審査（面接審査）を実施し、総合的に判断します。 

① 第１次審査（書類審査） 

・提出された申請書類等に基づき、指定管理者候補者選定委員会で審査し、書類審査の上

位３者を第２次審査（面接審査）の対象者とします。第２次審査（面接審査）の対象者

には、面接日時等を後日連絡します。 

② 第２次審査（面接審査） 

・申請者から提案内容の説明を受けるとともに、必要に応じて選定委員から質疑を行いま

す。 

・申請者から提出された申請書類等、申請者からの提案内容の説明及び選定委員会での質

疑応答の内容を基に、指定管理者候補者選定委員会で審査し、指定管理者候補者を決定

します。 

・統括責任者の能力等を確認するため、第２次審査（面接審査）での提案内容の説明及び

質疑応答は、様式第２号の２「事業計画書（運営体制）」に記載された統括責任者候補者

が主となって行ってください。 

 

（２）評価項目及び配点 

「２ 指定管理者に求めること」に基づき、評価項目及びその配点は本要項別表（評価項

目表）のとおりとする。 

 

（３）選定 

市は、指定管理者候補者選定委員会から推薦された者のうち、最も評価点の高かった団体

を、指定管理者の候補者として選定します。ただし、最も評価点の高かった団体の評価点が、

満点の１００分の５０に達しない場合は、指定管理者の候補者該当なしとします。 
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別表（評価項目表） 

評価項目 配点 様式 

運営方針 施設の設置目的に合致した運営方針 

１０ 第２号 利用案内、広報活動など利用促進の工夫 

利用者の意見等を運営に反映させる仕組み 

運営体制 運営体制の基本的な考え方 

３０ 第２号の２ 

葬祭業務・火葬業務の連携の確保及び一体管理の
考え方 

業務ごとの人員配置体制 

職員の研修や指導監督等 

葬祭式場に 

関する業務 

葬祭業務についての基本的な考え方 

２０ 
第２号の３ 

第４号 

業務実績とセールスポイント 

利用件数の向上に向けた考え方 

市との業務引継の進め方 

火葬場に 

関する業務 

火葬業務についての基本的な考え方 

２０ 
第２号の４ 

第５号 
業務実績とセールスポイント 

市との業務引継の進め方 

維持管理に 

関する業務 

維持管理業務についての基本的な考え方 

３０ 
第２号の５ 

第６号 
業務実績とセールスポイント 

火葬炉設備の長期保全に対する考え方 

緊急・災害時の

対応 

緊急・災害時の勤務体制、団体からの応援体制 
１０ 第２号の６ 

危機管理・安全衛生対策に関する考え方 

コンプライアン

スの徹底 

利用者の平等な利用の確保 

１０ 第２号の７ 個人情報保護の取り扱い、守秘義務の徹底、不正
の防止 

その他 環境対策への配慮 

１０ 第２号の８ 
社会的弱者への配慮 

子育て支援に関する取り組み 

地域への貢献 

提案事業等 団体独自の企画提案と取り組み方法 １０ 第２号の９ 

経営基盤 事業規模及び業績 

２０ 
第１号の 

２～６ 

組織及び人的基盤 

財政基盤及び決算状況 

類似施設等の運営実績 

収支計画 収支計画の妥当性及び事業収支計画の妥当性 １０ 第３号 

第３号の２ 提案価格 価格点（２０×最低提案価格／当該提案価格） ２０ 

合 計 ２００ ― 

※ 提案価格の審査については、各団体からの提案価格のうち最低提案価格に対する割合に応じて、 

提案価格の点数＝２０点×最低提案価格／当該提案価格の計算式で得られた点数を、提案価格の得点と

します（小数点以下四捨五入）。提案価格は、２０２５年度から２０２９年度の指定管理料の提案価格

の合計とします。 
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協定の締結等 

（１）指定管理者の指定 

指定管理者候補者の選定後、地方自治法に基づき、明石市議会に指定管理者候補者を指定

管理者とする議案を上程し、議決を受けることになります。また、議決を受けた後、指定管

理者候補者を指定管理者に指定することになります。 

ただし、明石市議会の議決を経るまでの間に指定管理者候補者を指定管理者にすることが

著しく不適当と認められる事情が生じた場合及び申請書類に虚偽の記載等を行ったことが発

覚した場合は、指定管理者に指定しないことがあります。 

なお、明石市議会が議決しなかった場合又は否決した場合、指定管理者候補者が本件に関

して支出した費用等について、市は一切補償しません。 

 

（２）指定の通知等 

指定管理者の指定を行った場合は、文書で通知します。 

 

（３）協定の締結 

指定管理者を指定した後、市と指定管理者とは指定管理業務に関し、指定期間中の包括的

な事項を定めた基本協定及び各年度の実施事項を定めた年度協定を締結します。 

なお、基本協定の締結に向けて、市と指定管理者とは指定期間中の包括的な事項について

協議を行うことになりますが、原則として、前述の協議には、統括責任者候補者が参加する

ようにしてください。 

また、協定書に定めのない事項又は協定書の内容に疑義が生じた場合は、改めて協議しま

す。 

 

（４）協定事項 

   協定の事項は概ね次のとおりです。 

① 総則に関する事項 

目的、協定期間（指定期間）、管理運営を行う施設など 

② 業務の範囲に関する事項 

指定管理業務の内容等、法令の遵守、解釈の基準など 

③ 経費に関する事項 

指定管理料、口座の管理及び経理の区分、使用料など 

④ 業務の基準に関する事項 

施設の修繕、設備・備品等の管理、統括責任者及び業務責任者等の配置・選任、責任の

分担、個人情報の保護、情報の公開、環境への配慮、苦情・要望等への対応、利用者ア

ンケートなど 

⑤ 事業報告及び業務報告等に関する事項 

事業計画書の提出、業務報告の聴取等、事業報告書の作成・提出、指定の取消しなど 

⑥ 損害賠償及び履行保証等に関する事項 

損害の賠償、履行保証、施設等の損傷、施設賠償責任保険への加入など 

⑦ 安全対策等に関する事項 

事故報告等、危機管理・安全対策、地域防災計画への協力など 
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⑧ 業務終了時の対応に関する事項 

原状回復義務、業務の引継ぎ、業務終了時の費用負担など 

⑨ その他 

目的外使用の禁止、第三者への委託の禁止、協定の改正、疑義等の解決など 

 

（５）指定管理業務の準備 

明石市議会の議決後、市と現指定管理者及び次期指定管理者との間で、随時、実質的な引

継ぎを行っていきますが、それぞれが協力し、火葬業務等の技術指導も含めて円滑な引継ぎ

を実現することとします。なお、業務引継ぎに要する費用は次期指定管理者の負担とします。 

 

（６）指定の取消し等 

市は、指定管理者の責めに帰すべき事由により、次のいずれかに該当し、指定管理者によ

る指定管理業務を継続することができないと認める場合は、明石市公の施設に係る指定管理

者の指定手続等に関する条例（平成１７年条例第２２号）第９条第１項の規定に基づき、そ

の指定を取り消し、又は期間を定めて指定管理業務の全部若しくは一部の停止を命ずること

ができます。 

ア 代表団体又は構成団体が倒産（解散）した場合。ただし、代表団体以外の構成団体が倒

産した場合で、それ以外の構成団体及び代表団体により指定管理業務が継続して実施でき

る場合は、市と指定管理者は指定管理業務の継続について協議するものとする。 

イ 財務状況が著しく悪化したことによって指定管理業務の遂行が困難と認められ、又は著

しく社会的信用を損なう等により指定管理者としてふさわしくないと認められる場合。 

ウ 「２０（２）立入検査」に示す市の指示に対して、指定管理者が従わない場合又は指定

の期日までに指定管理者による指定管理業務の改善が行われなかったと市が判断した場

合。 

エ 指定管理者が関係法令、条例、規則、要綱、本要項、仕様書、基本協定又は年度協定の

条項に違反した場合。 

オ 指定管理者が指定管理業務を履行しない場合、又は履行の見込みがないと認められる場

合。 

カ 指定管理者が指定の取消しを申し出た場合。 

キ その他指定管理者の責めに帰すべき事由により、指定管理業務を継続することが適当で

ない場合。 
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責任分担 

市と指定管理者の責任分担は、基本的に次のとおりとし、詳細は市と指定管理者候補者とが

協議の上、基本協定書で定めます。 

項目 指定管理者 市 

施設の維持管理 ○  

施設の補修 

○ 

・火葬炉設備は、全ての修繕が対象 

（長期保全に関する修繕も含む。） 

・火葬炉設備以外は、経年劣化等に 

よる小規模な修繕が対象 

○ 

（左記以外） 

安全衛生管理 ○  

事故火災による施設

の損傷 

○ 

（責めに帰する場合） 

○ 

（左記以外） 

利用者への損害賠償 
○ 

（責めに帰する場合） 

○ 

（左記以外） 

 

業務実施状況の監視等 

（１）業務実施状況の報告 

市は、業務の実施状況を把握し、良好な管理状況を確保するため、仕様書に定める基準

に基づき、次の方法等によりモニタリングを実施します。 

モニタリングの結果、指定管理業務が要求水準を維持していないと判断した場合、市は

業務の改善等必要な指示を行い、改善がみられない場合は、業務の停止、さらには指定の

取り消しを行います。 

なお、具体的なモニタリング内容は、市と指定管理者とが協議の上、定めることとしま

す。 

 ① 業務報告（月次） 

毎月に業務報告書（利用件数・収支状況等）を作成し、翌月１０日までに市へ提出し、

面談形式で報告を行ってください。 

 ② 事業報告（年次） 

ア 事業報告書の提出 

前年度の指定管理業務について、次の内容を備えた事業報告書を作成し、毎年度終了

後６０日以内に市へ提出してください。なお、事業年度は４月１日から翌年３月３１日

までとします。 

・利用状況 

・収支状況 

・葬儀関連サービス及び葬儀関連諸用品販売の収支状況 

・指定管理業務の実施状況 

・自主事業の実施状況 

・顧客満足度 

・火葬炉設備長期保全計画の実施状況 
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・指定管理者による自己評価（年度目標に対する達成度等） 

・その他管理状況を把握するために必要な事項 

 イ 評価の実施 

提出された事業報告書に基づき、指定管理業務の実施結果についての評価を行います。 

なお、評価に際しては、外部の有識者から評価や意見等を求める場合があります。 

 

（２）立入検査 

市は、随時、指定管理業務の実施状況について、現地での確認等を行います。確認（立入

検査）の結果、指定管理者が行う指定管理業務が仕様書に定める内容を充足していないと判

断した場合、市は業務の改善等必要な指示を行うものとします。 

 

（３）利用者へのアンケート調査等の実施 

指定管理者は、利用者へのサービス向上を図るため、アンケート調査等により利用者の意

見や苦情等を聴取し、これらの内容と業務改善への反映状況について、業務報告と合わせて

市に報告してください。 

 

（４）帳簿類等の提出 

監査委員等が市の事務を監査するために必要があると認める場合、指定管理者は、帳簿、

書類、その他の記録を提出しなければなりません。 

 

次年度の事業計画 

（１）事業計画書等の提出 

次年度以降は、利用者の意見や市からの指示、火葬炉設備長期保全計画の実施状況などに

基づき、毎年８月末までに次年度の詳細な事業計画書・収支計画書・次年度の火葬炉設備長

期保全計画の実施計画及び指定期間終了までの長期事業計画書を提出してください。 

 

（２）事業計画の確定 

提出された事業計画書及び収支計画書に基づき、市と指定管理者との協議の上、次年度の

事業計画を決定します。 

 

その他 

（１）業務の引継ぎ 

指定期間の終了若しくは指定の取り消しにより、次期指定管理者等に業務を引き継ぐ場合

は確実かつ円滑に引継いでください。 

 

（２）関係法令の遵守 

業務を遂行するに当たっては、法令や市の条例等の関連法規を遵守してください。 

① 法令等 

・地方自治法 

・墓地、埋葬等に関する法律 

・労働基準法 
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・最低賃金法 

・職業安定法 

・労働安全衛生法 

・個人情報の保護に関する法律 

・消防法 

・貨物自動車運送事業法 

・食品衛生法 

・障害者差別解消法 

・廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

・その他斎場の管理運営を行うに当たり遵守すべき法令等（設備保守関係法令等） 

② 市の条例等 

・明石市葬祭事業条例及び施行規則 

・明石市葬祭事業における葬祭用具等の貸付及び販売に関する要綱 

・明石市墓地等の経営許可等に関する条例及び施行規則 

・明石市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例及び施行規則 

・明石市財産条例 

・明石市公有財産規則 

・明石市情報公開条例及び施行規則 

・明石市行政手続条例及び施行規則 

・明石市廃棄物の処理及び清掃に関する条例及び施行規則 

・明石市文書管理規程 

・明石市管理施設等安全管理指針 

・明石市情報セキュリティ基本方針等 

・その他斎場の管理運営を行うに当たり遵守すべき条例等 

 

（３）使用料等の収納に関する業務 

使用料等の収納に関する業務については、別途「使用料等の収納事務委託契約」を締結し

ます。 

 

（４）保険の扱い 

市は、市に法律上の賠償責任が生じることによって被る損害をてん補する全国市長会市民

総合賠償保険に加入しています。（この保険において、平成２３年４月から全ての指定管理

者を被保険者とみなす扱いとなりました。ただし、指定管理者の独自の事業（条例に定める

業務以外の業務で、市から実施を求めていない業務）は、この保険の対象外となります）。 

施設の火災保険は市が加入していますが、指定管理者の過失等が原因で発生した火災は、

指定管理者へ求償する場合があります。 
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（５）火災保険への加入 

市は、市に法律上の賠償責任が生じることによって被る損害をてん補する全国市長会市民

総合賠償保険に加入している。（この保険において、平成２３年４月から全ての指定管理者を

被保険者とみなす扱いとなっている。ただし、指定管理者が実施する独自の事業（条例に定

める業務以外の業務で、市から実施を求めていない業務）は、この保険の対象外となります）。

下記の補償内容では不十分と判断した場合は、指定管理者の負担により適切な範囲で損害賠

償保険に加入してください。 

現在、市が加入している損害賠償保険金限度額 

身体賠償  １名につき       １億円 

     １事故につき     １０億円 

財物賠償  １事故につき   ２,０００万円 

施設の火災保険は市が加入しているが、指定管理者の過失等が原因で発生した火災は、指

定管理者へ求償する場合があります。 

 

（６）履行保証 

指定管理者は、市との協定に当たって、明石市契約規則第２５条及び第２６条に規定する

契約保証金の扱いに準じ、指定管理料の１０分の１以上の保証金を納めなければなりません。 

ただし、指定管理者が市を被保険者とする履行保証保険契約を締結した場合は、保証金の

全部又は一部を納めないことができます。 

なお、納めた保証金は、指定管理業務完了後、還付します。 

 

（７）第三者への委託 

指定管理者は、斎場の基幹業務を第三者に委託することはできません。 

ただし、基幹業務以外の業務、例えば清掃業務や警備業務等を、第三者に委託することは、

市が事前に承認した場合可能となります。 

また、その場合、委託先とは書面による契約を徹底してください。 

なお、委託先事業者の選定にあたっては、必要に応じて公募や見積り合わせを行う、書面

による契約を徹底するなど、業務の質とコスト効率性の維持・向上を図り、委託契約の公正

性・透明性を確保するための措置を講じるように努めてください。 

 

（８）市の監査及び明石市行政オンブズマンによる調査への協力 

指定管理業務について、監査委員や明石市行政オンブズマンから、質問、事情聴取又は実

地調査を求められた場合は協力してください。 

 

（９）建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第１２条に基づく点検の実施 

法定基準に沿って建築設備・特殊建築物の点検を実施してください。 

 

（10）共同事業体の責任分担 

責任分担を明確にするとともに、代表団体が統括できる指揮系統を定めてください。 
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（11）職員雇用の条件 

従事者の雇用に当たっては、労働基準法（昭和２２年法律第４９号）、職業安定法（昭和

２２年法律第１４１号）、労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）等関係法令を遵守し

なければなりません。 

（12）事故報告等 

指定管理業務において事故が発生した場合は、直ちに必要な措置を講ずるとともに、事故

報告書を市に提出し、指示に従ってください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【お問い合わせ先】 

１ 担 当 課  明石市環境産業局環境室環境総務課 

２ 所 在 地  〒６７４－００５３ 

明石市大久保町松蔭１１３１（明 石 ク リ ー ン セ ン タ ー 内 ） 

３ 電話番号  ０７８－９１８－５０２９ 

４ Ｆ Ａ Ｘ  ０７８－９１８－５５８６ 

５ Ｅ - m a i l  kankyo@city.akashi.lg.jp 


